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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算の方針」に基づき，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対する機能を保持できることを確認した可搬型重大事故等対処設備に対し，

水平 2方向及び鉛直方向の組合せによる地震力が与える影響について説明するものである。なお，

耐震設計上の重大事故等対処施設の設備の分類に該当しない設備である可搬型重大事故等対処設

備は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」別

記 2において，水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる評価を要求されていないが，確認

を行うものである。 

7 号機設備，6,7 号機共用の可搬型重大事故等対処設備の水平 2 方向及び鉛直方向の組合せに

よる地震力が与える影響に関する説明は，令和 2年 10月 14 日付け原規規発第 2010147 号にて認

可された柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の設計及び工事の計画のⅤ-2-別添 3-6「可搬型重大事故

等対処設備の水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果」による。 

 

2. 基本方針 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，Ⅵ-2-1-8「水平 2方向及

び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針を踏まえ

て，可搬型重大事故等対処設備としての構造上及び保管方法の特徴を踏まえた抽出を行い，設備

が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

 

3. 評価方法 

Ⅵ-2-1-8「水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4. 各施設に

おける水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価方針」を踏まえて，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対して，耐震評価を実施する設備のうち，従来の設計手法における水平 1方

向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算に対して，設備の構造特性から水平 2方向及び鉛

直方向地震力の組合せによる影響の可能性があるものを評価対象設備として抽出し，設備が有す

る耐震性に及ぼす影響を評価する。 

影響評価フローを図 3－1に示す。 

 

(1) 評価対象となる設備の整理 

可搬型重大事故等対処設備のうち，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して構造強度又は機

能維持を確認する設備を評価対象とする。（図 3－1①） 

 

(2) 構造上及び保管方法の特徴による抽出 

可搬型重大事故等対処設備としての構造上及び保管方法の特徴から，水平 2方向の地震力

が重畳する観点にて検討を行い，水平 2方向の地震力による影響の可能性がある設備を抽出

する。なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上及び保管方法の観点から発生応力への

影響に着目し，その増分が 1割程度以下となる設備を分類しているが，水平 1方向地震力に

よる裕度（許容応力／発生応力）が 1.1 未満の設備については，個別に検討を行うこととす

る。（図 3－1②） 
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(3) 発生値の増分による抽出 

水平 2方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平 2方向の地震力が各方

向 1:1 で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平 1方向及び鉛直方向

地震力の組合せによる設計に対して，水平 2方向及び鉛直方向地震力を考慮した発生値の増

分を用いて影響を検討し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。（図 3－1③） 

 

(4) 水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

(3)の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備が有する耐震性への影響を確認

する。（図 3－1④） 

 

 

 

図 3－1 水平 2方向及び鉛直方向地震力を考慮した影響評価フロー 
  

①評価対象となる設備の整理

②構造上及び保管方法の特徴
を踏まえ，水平2方向及び鉛
直方向地震力の影響の可能
性がある設備

YES

水平2方向及び鉛直方向地震力を
考慮した発生荷重等を用いた検討

③水平2方向及び鉛直方向地震
力を考慮した発生値が従来
の発生値と比べて影響があ
るか

YES

④水平2方向及び鉛直方向地震
力の影響評価（水平2方向及
び鉛直方向地震力に対し，
耐震性を有していることへ
の影響があるか）

YES

従来の設計手法に加えて更なる設計
上の配慮が必要な設備

4.1(1)項

4.1(2)項

4.3項

従来の設計手法で水平2方向及
び鉛直方向地震力は対応可能

NO

NO

NO

建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討
による機器・配管系への影響の検討結果

4.2項
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4.  評価結果 

4.1 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

評価対象設備を表 4－1に示す。Ⅵ-2-12「水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する

影響評価結果」の「3.2 機器・配管系」の評価設備（部位）の抽出方法を踏まえ，評価対象設

備の各評価部位及び応力分類に対し，構造上及び保管方法の特徴から，水平 2方向の地震力に

よる影響を以下の項目により検討し，影響の可能性がある設備を抽出した。 

 

(1) 水平 2方向の地震力が重畳する観点 

評価対象設備は，水平 1方向の地震力に加えて，さらに水平直交方向に地震力が重畳した

場合，水平 2方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が必要と

なる可能性があるものを抽出した。抽出結果を表 4－2に示す。 

なお，評価対象設備の抽出に当たって，耐震性への影響が軽微とした設備の理由を以下に

示す。 

 

a. 構造強度評価対象設備 

  構造強度評価対象設備において，耐震性への影響が軽微と分類した設備はなし。 

 

b. 機能維持評価対象設備 

    (a) 収納箱 

収納箱に保管している設備は，収納箱内で緩衝材によって保護されており，X，Yの 2

方向入力に対して，応答増加は生じないものと考えられることから，水平 2方向の入力

の影響は軽微である。 

 

    (b) その他 

水平 2方向及び鉛直方向地震力を同時に入力した加振試験結果に基づき機能維持評価

を行い，健全性を確認していることから，水平 2方向入力の影響は考慮済みである。 
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(2) 水平 1方向及び鉛直方向地震力に対する水平 2方向及び鉛直方向地震力の増分の観点 

(1)にて影響の可能性がある設備について，水平 2 方向の地震力が各方向 1:1 で入力され

た場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平 1方向及び鉛直方向地震力の設計手法

による発生値と比較し，その増分により影響の程度を確認し，耐震性への影響が懸念される

設備を抽出した。抽出結果を表 4－2に示す。 

なお，評価対象設備の抽出に当たって，耐震性への影響が軽微とした設備の理由を以下に

示す。 

 

a. 構造強度評価対象設備 

(a) ボンベ設備 

ボンベ設備は，矩形構造の架構設備であり，応答軸（強軸・弱軸）が明確である。水

平 2方向の地震力が発生した場合，その応答はそれぞれの応答軸方向に分解され，実質

的には弱軸方向に 1方向入力した応答レベルと同等となることから，耐震性への影響の

懸念はないと整理した。 

 

   b. 機能維持評価対象設備 

    (a) その他設備（本体拘束保管） 

      その他設備（本体拘束保管）は，矩形構造であり，応答軸（強軸・弱軸）が明確であ

る。水平 2方向の地震力が発生した場合，その応答はそれぞれの応答軸方向に分解され，

実質的には弱軸方向に 1方向入力した応答レベルと同等となることから，耐震性への影

響の懸念はないと整理した。 

 

4.2 建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討による機器・配管系への影響の検討結果 

建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討において，可搬型重大事故等対処設備への影響

を検討した結果，耐震性への影響が懸念されるものは抽出されなかった。 

 

4.3 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

表 4－2 において，水平 2 方向の地震力による影響の可能性があるとして抽出された設備は

ないため，水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価を行う設備はない。 

 

4.4 まとめ 

可搬型重大事故等対処設備について，水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響を受ける可能性

がある設備（部位）について，従来の設計手法における保守性も考慮した上で抽出し，従来の

水平 1方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して影響を確認した結果，設備が有す

る耐震性に影響のないことを確認したため，従来の設計手法に加えて更なる設計上の配慮が必

要な設備はない。 
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表 4－1 水平 2方向及び鉛直方向地震力の評価対象設備 

別添番号 設備名称 
構造強度 

評価 

機能維持 

評価 
部位＊ 

別添 3-4 
高圧窒素ガスボンベ ○ ― 各部位 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ ○ ― 各部位 

別添 3-5 

可搬型計測器 ― ○ 各部位 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 ― ○ 各部位 

携帯型音声呼出電話設備（携帯型音

声呼出電話機） 
― ○ 各部位 

注記＊：部位については，別添 3-4 及び別添 3-5 に示す耐震評価部位のとおり。 
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表 4－2 水平 2方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（1/3） 

（凡例）                      

○：影響の可能性あり △：影響軽微 ―：該当なし 

(1) 構造強度評価 

設備名称 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1 項(1) 

水平 2方向の地震力が

重畳する観点 

4.1 項(2) 

水平 1方向及び鉛直方向地震

力に対する水平 2方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

(影響軽微の理由) 

高圧窒素ガスボンベ 〇 △ 

4.1 項(2)a.「(a) ボンベ設備」の理

由（ボンベ設備は，矩形構造の架構設

備であり，応答軸（強軸・弱軸）が明

確である。水平 2方向の地震力が発生

した場合，その応答はそれぞれの応答

軸方向に分解され，実質的には弱軸方

向に 1 方向入力した応答レベルと同

等となることから，耐震性への影響の

懸念はないと整理した。）による。 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ 〇 △ 
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表 4－2 水平 2方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（2/3） 

（凡例）                      

○：影響の可能性あり △：影響軽微 ―：該当なし 

(2) 機能維持評価（1/2） 

設備名称 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1 項(1) 

水平 2方向の地震力

が重畳する観点 

4.1 項(2) 

水平 1方向及び鉛直方向地震

力に対する水平 2方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

(影響軽微の理由) 

可搬型計測器 △ ― 

4.1 項(1)b.「(a) 収納箱」の

理由（収納箱に保管している設

備は，収納箱内で緩衝材によっ

て保護されており，X，Yの 2方

向入力に対して，応答増加は生

じないものと考えられることか

ら，水平 2方向の入力の影響は

軽微である。）による。 

携帯型音声呼出電話設備（携帯型音声呼出電話機） △ ― 

携帯型音声呼出電話設備（携帯型音声呼出電話機） △ ― 

4.1 項(1)b.「(b) その他」の

理由（水平 2方向及び鉛直方向

地震力を同時に入力した加振試

験結果に基づき機能維持評価を

行い，健全性を確認しているこ

とから，水平 2方向入力の影響

は考慮済みである。）による。 
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表 4－2 水平 2方向及び鉛直方向地震力の評価設備（部位）の抽出結果（3/3） 

（凡例）                      

○：影響の可能性あり △：影響軽微 ―：該当なし 

(2) 機能維持評価（2/2） 

設備名称 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1 項(1) 

水平 2方向の地震力

が重畳する観点 

4.1 項(2) 

水平 1方向及び鉛直方向地震

力に対する水平 2方向及び鉛

直方向地震力の増分の観点 

検討結果 

(影響軽微の理由) 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 ○ △ 

4.1 項(2)b.「(a) その他設備

（本体拘束保管）」の理由（その

他設備（本体拘束保管）は，矩形

構造であり，応答軸（強軸・弱軸）

が明確である。水平 2方向の地震

力が発生した場合，その応答はそ

れぞれの応答軸方向に分解され，

実質的には弱軸方向に 1 方向入

力した応答レベルと同等となる

ことから，耐震性への影響の懸念

はないと整理した。）による。 

 

 


